
岩手、宮城、福島３県の沿岸３７市町村と原発事故で避難措置がとられた５市町村の計４２自治体に対する毎日新聞の調

査では、予定の９３％にあたる計４万６６２７戸の仮設住宅が完成しました。ただ、入居戸数は４万４６７戸で入居率は

８７％にとどまり、完成率、入居率とも福島県が最も低く、古里から離れた地域での整備や入居の困難さを表している。

【入居率が低い背景】

・仮設住宅の入居事務を行う市町村が、多くの災害関連業務を抱えており、入居者の募集や決定が遅れがちになる。

・仮設住宅の立地場所の利便性の問題などから、被災者が入居を敬遠。

・被災者が探したアパートやマンションを県が借り上げる「みなし仮設」制度の利用

岩手県：1,849 戸
宮城県：21,275 戸
福島県：16,222 戸

コストも安く、「みなし仮設」では家賃は月額６万円程度を基本とし、敷金などを入れても２年間で総額約１５０万円。

これに対して災害救助法で定められているプレハブ仮設は１戸あたり２３８万７千円です。

13,776 戸岩手県
完成 入居

12,626 戸 92%
入居率

19,919 戸宮城県 17,271 戸 87%

12,932 戸福島県 10,570 戸 82%

仮設住宅の現況

「みなし仮設」の利用戸数

参考文献：毎日新聞調べ／ 9月 11 日（調査中、無回答を含む）

※茨城県、千葉県、長野県など東北三県以外でも仮設住宅はつくられています。

○年表

○現況

軽量鉄骨プレハブ

＜408 戸・3年＞

○応急仮設住宅の建物の変遷

被災者全員の「応急居住空間」に対して何らかの公的支援を行う場合

多様な対策が必要

・同潤会仮住宅 (1924）

・酒田大火
部屋数は２部屋・面積は７坪
・沖永良部島台風災害

・パイプ式の組立式の応急仮設住宅

・阪神淡路大震災

○応急仮設住宅の供給思想の変遷

雲仙普賢岳（1991）の噴火災以降の応急仮設住宅供給

供給対象：社会的弱者のみを対象にした社会福祉的な位置付け

全ての被害者を対象としたものに変化

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

・厚生省によって戦災越冬住宅の建設

・関東大震災 (1924) ・終戦 (1945)

・南淡町沼島の大火災 (1950)
・諌早水害 (1957)

・伊勢湾台風 (1959)
・新潟地震 (1964)
・松代群発地震 (1964)

・酒田大火 (1976)
・台風 17 号 (1976)

・台風 17 号

・日本海中部地震 (1983)

・日本海中部地震

・三宅島噴火災害 (1983)

・雲仙普賢岳噴火災害 (1991)
・鹿児島水害 (1993)
・北海道南西沖地震 (1993)

・北海道南西沖地震

・阪神淡路大震災 (1995)
・新潟中越大震災 (2004)

・新潟中越大震災

1954 年に建設された応急仮設住宅が 1960 年まで 1,263 戸残る

応急仮設住宅がスラム化することを恐れ、国は応急仮設住宅供給に消極的
・新潟地震
２年の供与期間を越えて被災者でない人の利用を懸念

「簡単な住宅を仮設し」

被災者の要望で被災地に近い場所に設置。仮設店舗もあり
・酒田大火

 希望に応じ、各自の敷地に建設することを承認
・日本海中部地震

「小屋掛け程度の極く簡単な住宅を設置し」

・雲仙普賢岳噴火災害

・雲仙普賢岳噴火災害

第二の転換点

これまでの応急仮設住宅
「応急居住空間」供給は社会保護の一部と位置付け

供給対象：「自らの視力では住宅を確保することができない者」

しかし、スラム化を恐れることはなくなる。

希望者全員に応急仮設住宅を供給し、
使用期間が２年を越えるようになる

（若干のオーバー可）

労務の 2/3 は自己労力

供与期間：基準

・自力建設の仮設住宅に公的補助を行う、

・被災住宅の応急修理を 公的に行う、

・震災復興として行われる都市計画事業

の事業用仮設住宅を活用する等

阪神淡路大震災の応急仮設住宅 (1995)

一般の応急仮設住宅 単身者用応急仮設住宅

北海道南西沖地震の応急仮設住宅 (1933)

12 型 (3DK)

9 型変形 (2DK)9 型 (2DK)

6 型変形 (1DK)

6 型 (1DK)

兵庫県一ノ宮町の応急仮設住宅 (1976)兵庫県南淡町沼島の応急仮設住 (1950)

土間 土間土間 土間

以降、プレハブに推移

2戸に 1浴室

1戸建て、長屋形式

＜1,505 戸・4年半＞

プレハブ＋木造 (３タイプ )

風呂なし、便所外置き (６タイプ )

＜49,681 戸・5年＞

延長措置合法化

 　プレハブ＋外国製プレハブ

・水廻り～３in１、断熱材無し
・高齢者・障害者向け仕様有

孤独死が社会的問題に

＜3,460 戸・3年＞

地元 1社が木質系を
⇒好評

9坪標準
断熱材あり

コミュニティ確保の努力

以降、全ての都道府県が
プレ協と協定を結ぶ

( 経過後：低家賃住宅に切り替え）

参考文献：牧 紀男『自然災害後の「応急居住空間」の変遷とその整備手法に 関する研究』、Kyoto University ( 京都大学 ), 1997-03-24

今、必要な「仮設住宅」はどんな住まいでしょうか。

また、将来の災害に備えて考えておく「仮設住宅」はどのようなものでしょうか。

岩手の住田町の実践にヒントがあります。

また、ここで紹介する事例・提案をみると、その答えやヒントが出てくると思います。

各地域に災害時に仮設住宅の建設場所とその仕様を予め決めておくこと。

冬に温かく、夏に涼しいこと。

プライバシーが守られていること。コミュニティがあり、孤立しないこと。

できるだけ再利用できる工法とし、かつ簡単な作りで短い工期で作れること。

運搬も簡単なこと。

住宅が圧倒的に不足

建設６年間後

スラム化の懸念の希薄化

設置基準の趣旨の変化

希望者全員に応急仮設住宅を供給

部屋数は１部屋で面積は平均５坪 平均 5坪 平均 6坪 平均 7坪 平均 8坪

居住人数によって型別供給 型別供給は不可能

プレ協が一括受注が増える

□応急仮設住宅とみなし仮設（借り上げ住宅）

□トラブル

【居住者間】

【施工の手抜き・欠陥】

求められること…

・天井隅と壁の隙間から雨漏り

・湿気によるカビの発生

・瓦礫の中で大量発生するハエ

・入り口の段差が高く危険

・床と壁の間に大きな隙間がある

・電動ベッドがはいらない

・宮城県東松島市内にある仮設住宅で、敷地内に駐車中の車がパンクさせられる事件がありました。

・住民トラブルや衛生面から、仮設住宅にはペットの飼育を禁止している自治体もあります。

居住者間のコミュニティの構築の必要性（自治体など）

居住者のニーズの把握

迅速な供給体制

居住空間の快適／充実性

制限無し 2年

土間

土間

・構造：杉材
・屋根：アスファルトルーフィング
・床　：畳も敷かれていない

②宮古市（FSB 工法）
①住田町（住田町住宅産業）

③石巻市（どんぐりハウス）

⑥福島市（ログハウス）
⑥二本松市（ログハウス）
⑥本宮市（ログハウス）
⑦三春町（フクシマ木造仮設住宅）

⑤南三陸町（ウッドシェルター）

④女川町（多層コンテナ仮設住宅）

⑥伊達市（ログハウス）
⑥南相馬市（ログハウス）

③大船渡市（どんぐりハウス）

③石巻市（どんぐりハウス）


